
佐賀市行政経営推進プラン 令和４年度取組状況

取組指針 ・・・行政経営を進める上での基本的な考え方や方針を示したもの

◎基本方針 「効率を上げる改革」・「増やす改革」

改革の柱 推 進 項 目

（１）組織力の強化
①能力や意識の高い人材の育成 ②働き方の見直し
③定員管理と効率的な配置 ④組織、機構の再編、整備

（２）サービスの質の向上
⑤市民ニーズを踏まえた行政サービスの提供
⑥民間活力の有効活用 ⑦ＩＣＴ利活用の促進

（３）健全財政の堅持
⑧業務の効率化等の推進 ⑨持続可能な財政運営のための仕組みと運用
⑩歳入の確保 ⑪施設の有効活用

（４）地域力の向上 ⑫市民との協働と市民参画 ⑬積極的な情報発信と市民ニーズの把握

実施計画 ・・・改革の柱及び推進項目に基づいた各部署が取り組む個別の事業を掲載

◎令和４年度は２７項目の取組を実施
◎取組状況（結果）を数値化可能な項目については実績数値を掲載、また財政上の成果が発生した項目については財政

上の効果額を掲載
◎令和４年度取組状況の概要 ・・・ P１

個別事業の取組状況詳細 ・・・ P２-１１

指針に沿った具体的な取組



令和４年度取組状況の概要 財政上の効果額:５，０６０万円

➤ワーク・ライフ・バランスの推進のために、特定事業主行動計画の目標である

年次有給休暇の取得促進や時間外勤務の縮減の取組を実施した。

【職員一人当たりの年次有給休暇取得日数割合】

69.7％（R3）⇒ 71.5％（R4）

➤重点施策の推進及び円滑な事務遂行のための組織改編を実施した。

【主な内容】

・企画調整部の改編

・経済部の改編

・都市戦略部の設置 等

➤福祉に関する総合相談体制を構築するため、「福祉まるごと相談窓口」 に
おいて複合的な福祉の課題を抱える相談者への支援を行ったほか、「福祉お
くやみ窓口」において、死亡後の各種手続きをワンストップで受付対応した。

➤マイナンバー普及によるサービス拡大を目的として、公民館や大型商業施設
へのカード出張申請受付、顔写真無料撮影サービスを実施した。
【マイナンバーカード交付率】

44.5％（R3） ⇒ 69.4％（R4）
【コンビニでの証明書等交付割合】

19.9％（R3） ⇒ 28.05％（R4）

➤市税及び国民健康保険税において、納付機会の拡充や適正な滞納処分の徹
底等により、収納率の維持・向上に努めた。
【市税収納率】 98.91％（R3） ⇒ 98.86％（R4）
【国保税収納率】 97.14％（R3） ⇒  96.73％（R4）

➤市ホームページ、公用封筒、公用車など各種広告媒体を活用し、広告事業を
実施した。
・広告媒体数 23件（R4）
・広告収入額 3,490万円（R4）
・歳出削減額 29万円（R4）

➤まちづくり協議会設立準備段階校区における設立に向けた事務的支援及び
取組未実施校区に対する積極的な情報提供や先進地視察等を行った。

・校区まちづくり協議会の設立数 31校区／32校区（R4）

➤移住者紹介動画やバルーンフェスタ、佐賀城下ひなまつり動画のテレビ放映、
WEB広告配信等の情報発信を行った。

(１)組織力の強化 (２)サービスの質の向上

(３)健全財政の堅持 (４)地域力の向上
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（１）組織力の強化
　　①能力や意識の高い人材の育成

通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

1 職員の一人二役
運動の推進

地域社会の一員として職員の地域活動への参加を促
すため、職員研修の開催や「校区在住職員連絡員制
度」等の制度周知を継続的に行う。

・地域社会の一員としての意識向上
・職員の資質向上と地域課題の発見

【地域活動に取り組んでいる職員の割合】
42.1％（R1）

　⇒ 63％（R6）
協働推進課

在職5年目の職員を対象に、地域コミュニ
ティづくりに関する職員研修を実施した。

計2回　参加職員数33名

【地域活動に取り組んでいる職員の割
合】
　　　　　　　67.9％（R3）

2
職員提案制度の
実施

政策形成能力及び事務能率の向上を図るため、市政
に関する改善や新たな事業について、インセンティブのあ
る職員提案制度を実施し、優秀な提案については、担
当課へ実現に向けた取組依頼を行う。

・職員の提案能力及び政策形成能力の向
上
・事務能率の向上

－
行政マネジメ

ント課

・職員へ制度の周知をはかり、「DXによる
業務効率化及び市民サービス向上に資す
る取組に関する提案」にテーマを限定し募
集を行った。
・令和4年度は提案部門において10件の
提案を受理した。（優良提案は5件）
【優良提案の内容】
①佐賀市総合アプリ（仮称）導入に向け
たコンテンツマネジメント体制の構築
②災害時におけるスマホ３次元測量アプリ
を活用した事務効率の向上
③Ｗｅｂ会議の円滑な運用方法と業務
の効率化
④個人最適化した1人1人のカン（観・
感・関）光アプリ
⑤佐賀市をＤX先進都市とするための施
策提案

－

3
職員の能力開発
及び組織における
女性の活躍推進

・人材育成基本方針に掲げる「求められる職員像」の
実現をめざし、職員研修の充実、職員の意欲向上、
人材育成推進体制の確立など各種方策に取り組み、
キャリアに応じた能力開発を実行する。
・佐賀市特定事業主行動計画の目標達成及び女性
職員の意識・意欲向上を図るため、組織における女性
の活躍支援のための研修を実施する。

・職員の資質向上
・女性職員の活躍による組織の活性化

【管理監督職に占める女性職員の割合】
14.8％（R1）

　⇒ 25％（R6）
人事課

仕事と家庭の両立や女性職員のキャリア
アップ等に関する相談に対応するために任
命しているキャリア相談員（女性管理
職）及び相談員候補者（女性監督
職）を対象として、女性職員のネットワーク
構築、管理・監督職になる職員への不安
解消等を目的とした研修を実施

【管理監督職に占める女性職員の割
合】
　　　　　　　　21.93％（R4）
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　　②働き方の見直し

通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

4 ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進

佐賀市特定事業主行動計画の目標達成に向け、職
員への周知や意識啓発を図り、休暇の取得促進、超
過勤務縮減等の取組を進める。

・職員の意欲向上
・超過勤務の縮減

【職員一人当たりの年次休暇取得日数割合】
             68.4％（R1）
　               ⇒ 80％（R6）

【年間の時間外勤務時間数が360時間を超え
る職員数】
             172人（R1）
                 　⇒ 0人（R6）

人事課

ワーク･ライフ･バランスの推進に向け、特定
事業主行動計画の目標である年次有給
休暇の取得促進や時間外勤務の縮減の
取組を行った。
・「ノー残業デー」の実施
・「ノー残業推進週間」の実施
・庁議等の場における年次有給休暇の取
得促進や時間外勤務の縮減についての呼
びかけの実施

【職員一人当たりの年次有給休暇取得
日数割合】
　　　　　　　71.5％（R4）

【年間の時間外勤務時間数が360時
間を超える職員数】
　　　　　　　142人（R4）

　　③定員管理と効率的な配置

通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

5 定員管理の適正
化

・各部署の機能、業務量に応じた必要な人員を配置
することで、効率的な行政運営をめざし、適正な定員
管理を行う。
・早期退職制度の実施により人件費の抑制に努める。

・適正な定員管理による組織の効率化
・人件費節減

－ 人事課

・各所属⾧のヒアリング等を行い、各部署
の機能や業務量に応じた適正な人員配置
を行った。
（職員数 1,812人:R4.4.1）
（職員数 1,797人:R3.4.1）
・人件費については、適正な定員管理や
早期退職制度の実施により抑制に努め
た。

－

　　④組織、機構の再編、整備

通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

6
組織、機構の再
編、整備

地方分権改革の進展や市民ニーズの多様化など、市
を取り巻く環境の変化に応じて、市民にとってわかりやす
い組織の構築をめざす。

・市民サービスの向上
・業務の効率化

－
行政マネジメ

ント課

重点施策の推進及び円滑な事務の遂行
のための組織改編を実施した。
○令和4年度の主な実施内容
・まちづくりに関連する施策を総合的かつ効
果的に推進する部署の設置
・コロナ禍の影響で疲弊した地元産業を再
興するため経済部の改編
・総合的な施策の推進のため企画調整部
の改編　等

－
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（２）サービスの質の向上
　　⑤市民ニーズを踏まえた行政サービスの提供

通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

7 総合窓口サービ
スの向上

・窓口業務時間の延⾧や日曜窓口、待ち人数表示シ
ステム等の各種窓口サービスについて、各種広報媒体
を活用し、市民への周知に努める。
・職員の業務スキルアップと接遇研修を今後も継続し、
効率的かつ効果的な窓口サービスを追求する。

・窓口業務の効率化
・利便性向上による市民満足度向上

【窓口アンケート調査における満足度（大変満
足又はやや満足と回答した人の割合）】
　　　　　　　　97.9％（Ｒ1）
　　　　　　　　　　⇒ 100％（R6）

市民生活課

・火曜窓口延⾧、日曜窓口の開設及び
繁忙期土曜窓口の実施
・待ち人数表示システム活用に関するチラ
シ作成
・職員による職員のための窓口業務スキル
アップ研修の実施
・外部講師による接遇研修やクレーム対応
研修への参加

【窓口アンケート調査における満足度
（大変満足又はやや満足と回答した人
の割合）】
　　　　　96.8％（Ｒ4年度）

8
福祉に関する総
合相談体制の構
築

・関係各課及び各相談機関との横断的な連携
や、福祉総合窓口システムの活用により総合的
な相談体制を構築する。
・関連窓口の集約や執務環境の整備により、市
民導線や職員の機能性の向上を図る。

保健福祉サービスの向上 － 福祉総務課

・複合的な福祉の課題を抱える世帯の相
談に対し、「福祉まるごと相談窓口」の相
談員が、関係課や各支援機関等との連
携・調整を図ることで、総合相談支援を
行った。
・「福祉おくやみ窓口」では、保険・年金、
障がい、介護保険などの死亡に伴う手続き
をワンストップで行っている。事前に予約を
取り、個人毎に必要な書類を準備すること
で、待ち時間や手続き時間の軽減、申請
書記載の省略化を図った。
・各課業務の繁忙期に合わせて窓口に発
券機を臨時的に設置することで、利便性の
向上を図った。
・耳が聞こえにくい方のために、窓口での手
話・筆談等の案内掲示を行った。

－

　　⑥民間活力の有効活用

通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

9
民間活力の導入
についての検討

・民間に委ねた方がより成果が見込める事業について
は、最も適した方法での民間活力の導入の検討を行
い、効率的な行政運営を推進する。
・指定管理導入施設については、モニタリングの実施等
により適正かつ効率的な運営が行われているかどうかの
検証を行う。

・市民サービスの向上
・経費節減

－
行政マネジメ

ント課

指定管理者制度を導入している89施設
において、適正かつ効率的な運営が行わ
れていることをモニタリングの実施により確認
するとともに「運営評価シート」の作成・公
表を行った。

－

10
学校給食の一部
民間委託

給食調理員の退職状況等にあわせて、給食運営の一
部（主に調理、洗浄）を民間事業者に委託する。

経費節減見込額
1施設あたり912万円（R4）

【一部民間委託を実施した施設数】
22施設（R1）

　⇒25 施設（R6）
学事課

春日小学校の給食運営の一部（主に調
理、洗浄）を民間委託へ移行する準備を
行った。（保護者説明会、業者選定、契
約）※令和5年度から運営開始。

【一部民間委託を実施した施設数】
　　　　　　　24施設（R4）

※（令和5年度から）春日小学校を委
託したことによる節減効果
　⇒年間:987万円
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　　⑦ＩＣＴ利活用の促進

通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

11 ＩＣＴを活用し
た業務の見直し

・タブレット端末等の機器が小型化・高性能化し、ソフ
トウェアも日々進化を遂げていることから、高度に発展し
た情報インフラを駆使し、問題解決や事務の迅速化、
サービスの質の向上を図る。
・業務プロセスを改善するためのＩＣＴ利活用策につ
いて検討を行い、業務時間の短縮及び事務の正確性
の向上を図る。

・事務改善による時間外勤務の縮減
・対応の迅速化
・サービスレベルの向上

－
デジタル推進

課

職員が第三者に対して行う各種説明や、
職員が庁舎外等で行う各種調査、各部
署で開催する会議等に対し、短期又は⾧
期のタブレット端末貸し出しを実施

・貸出件数:延べ142件
・貸出部署数:67部署

12
マイナンバーカード
普及によるサービ
ス拡大

各種証明書等のコンビニ交付サービスに必要なマイナン
バーカードの普及を図るとともに、窓口や各種広報媒体
を利用し、コンビニ交付サービスの周知に努める。

・市民の利便性の向上
・窓口の混雑緩和、待ち時間の短縮

【コンビニ交付の発行割合】
8.5％（R1）

　⇒ 34.8％（R6）
市民生活課

・公民館や大型商業施設でのマイナンバー
カード出張申請受付の実施
・顔写真無料撮影サービスの実施
・土曜臨時窓口設置（R4.12～R5.2）
・市内４４郵便局での申請サポート

【コンビニ交付の割合】
28.05％（R4年度）

【マイナンバーカード交付率】
69.4％（R5.3.31現在）

13

ＡＩ等の最先端
ＩＣＴ技術を活
用した定型業務
の削減

ＡＩ（人工知能）やＲＰＡ（ロボティクス・プロセス・
オートメーション）等の最先端ＩＣＴ技術を活用し、
定型業務を中心とした業務総量の削減を図るととも
に、相談業務等への人・時間の再配分を目指す。

・定型業務の削減による職員の業務負担の
軽減
・相談業務等への人・時間の再配分による市
民サービスの質向上

【業務削減時間】
1008.5時間（R1）
⇒2,000時間（R6）

DX推進課

・ＲＰＡソフト運用
　（6部署１8業務で利用）
・ＡＩ-ＯＣＲサービス運用、利用拡大
　（7部署16業務で利用）
・ＡＩチャットボットサービス運用、利用拡
大（40分野の質問に対応中）
・ＡＩ議事録等作成支援システム運用、
利用拡大（535回利用）
・保育施設ＡＩ入所調整システム運用

【RPA、AI-OCR】
・令和4年度1,404時間削減
【AIチャットボット】
・時間帯や曜日を問わず利用者からの
質問に回答が可能（24時間365日対
応可能）
・閉庁時間帯の利用が約5割であること
から、利用者に利便性向上に一定の効
果
【AI議事録作成システム】
・令和4年度の削減時間　795時間
【保育施設ＡＩ入所調整システム】
・調整作業開始から保育施設への内定
通知までの期間を7.0日短縮
・調整作業時間として492時間削減
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（３）健全財政の堅持
　　⑧業務の効率化等の推進

通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

14 情報システムの最
適化

情報システム調達ガイドラインによる適正な情報システ
ムの調達を図るとともに、運用経費の節減とシステムの
効率的な運用を検討する。また、庁内や複数の地方
公共団体での共同調達・共同利用についても検討を
進める。

・業務の効率化
・市民の利便性向上

－
デジタル推進

課

・令和5年度当初予算編成時に13件のシ
ステム導入企画書の審査を実施し、システ
ム導入及び機器の整備台数の妥当性を
確認した。

【審査結果に基づく申入れ】
見積徴収先の見直しを指示:１件
（更新費用1,146千円の削減）

格納データの更新時期と同時に更新す
ることで削減効果が最大となるため、

１年延伸を指示:１件
（更新費用3,683千円の削減）

15
清掃工場におけ
る余剰電力の地
産地消の推進

・余剰電力を市内小中学校５１校に供給しており、
平成２８年度からは新たに２６公共施設に供給す
る。今後は、校区公民館や保育所等の低圧電力施
設へも供給を拡大する予定。
・電力の供給を受けている市内の全公共施設にポス
ター等を掲示し、環境教育とクリーンエネルギーの周
知、啓発行う。

・余剰電力の地産池消の更なる推進
・清掃工場のイメージアップと環境教育の推進
・再生可能エネルギーの使用普及による環境
負荷低減
・経費節減見込額:2,172万円（R2）

【清掃工場で発電した総売電量に対する電力
の地産池消の割合（総消費電力量／総売
電量）】
　　　　　　　　　89.4％（R1）
　　　　　　　　⇒ 89.4％（R6）

循環型社会
推進課

・余剰電力を新たに公民館や小中学校に
供給を行い、合計113の公共施設に供給
を行った。
・日新小学校の4年生2クラス（計57
名）、勧興小学校の4年生2クラス（計
44名）、思斉小学校の4年生2クラス
（計58名）を対象に電力の地産地消に
関わる出前授業を行い、環境教育とクリー
ンエネルギーの周知・啓発を行った。

【清掃工場で発電した総売電量に対す
る電力の地産池消の割合（総消費電
力量／総売電量）】
　　　　　　　　 　 66％（R4）

　　⑨持続可能な財政運営のための仕組みと運用

通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

16
行政評価システ
ムの継続

行政評価における評価結果を、施策や事務事業の改
革・改善及び予算編成等に活用し、総合計画の着実
な推進を図る。

・目的、成果重視の市政運営
・事務事業の改善による市民満足度の向上
・透明性の確保

－
行政マネジメ

ント課

総合計画における36の施策について上位
成果指標の実績値を捕捉し、進捗管理を
行った。

－
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通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

17-
①

財政健全化の推
進

・将来的な住民負担を視野に入れ、中⾧期的な財政
計画に基づいた健全な財政運営に努める。
・国の統一基準に基づく財務書類を作成、公表、分析
し、予算編成への反映などの活用方法について検討を
行う。

健全な財政運営

【実質公債費比率】
2.6％（R1）

　⇒2.6％（R6）
財政課

・新規に借り入れる地方債の利率を抑制
するため、市内金融機関からの見積合わ
せ等を実施した。
・令和3年度決算に係る財務書類を作成
し、市ホームページで公表した。

【実質公債費比率】
2.0％（R4）

17-
②

財政健全化の推
進

歳計現金の資金計画の精度を高め、安全性を第一に
確保しながら、より有利できめ細かな運用を行う。

・健全な財政運営
・運用利子収入見込額:85万円（Ｒ4）

－ 出納室

歳計現金の収支見込を正確に把握し、特
別会計を含めた市全体の余裕資金を最
大限運用することで、利子収入の確保に
努めた。

【一般・特別会計歳計現金の運用実
績】
・運用額累計　233億円
・運用件数　　　28件
・運用利子総額101万円

18-
①

公営企業におけ
る経営計画の着
実な推進

【交通事業経営計画の着実な推進】
令和元年６月に策定した「佐賀市営バス事業新経営
計画」に基づき、資金不足の解消による経営の安定化
を図る。

・経営の健全化
・年度末資金剰余見込額:3億4,640万
円（R3年度末）

【資金不足比率】
0％（R2）

　⇒ 0％（R7）
交通局

「佐賀市営バス事業新経営計画」に基づ
き、資金不足が生じないよう努めた。

            【資金不足比率】
                0％（Ｒ4）

収支の状況（Ｒ4年度末）
・単年度収支（税込）:5,558万円
・運賃収入:4億5,363万円
・シルバーパス:1億3,959万円
・年度末資金剰余額:5億1,137万
円

18-
②

公営企業におけ
る経営計画の着
実な推進

【佐賀市上下水道ビジョン及び佐賀市上下水道局経
営戦略に沿った事業の実施】
・上下水道ビジョン及び上下水道ビジョンに示す将来
像を実現するためのより具体的・実践的な経営手段で
ある経営戦略に基づき事業を実施する。
・安全・安定した上下水道事業の継続と健全経営の
ため、今後の水需要減少を見越した現在の水道料金
体系（逓増制）及び下水道使用料の見直しを検討
する。

経営の健全化

【経常収支比率】
◆水道

116.0％（R1）
　⇒ 106.7％（R6）

◆下水道
101.3％（R1）

　⇒ 101.1％（R6）

上下水道局
上下水道ビジョン及び経営戦略に基づき
事業を実施した。

【経常収支比率】
◆水道

117.4％（R4）

◆下水道
101.6％（R4）
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通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

18-
③

公営企業におけ
る経営計画の着
実な推進

【新病院改革プランの策定及び実行】
経営の健全性を確保するための対策として、病床利用
率が低下している医療療養病床については、新改革プ
ランを策定し、機能改変を検討することとしていたが、新
型コロナウイルス等の影響により次期改革プランの策定
作業に着手できていないため、現行の改革プランを１
年間延⾧し、引き続き取り組みを継続したい。

・今後の医療需要に即した効果的な医療提
供体制の確保
・経営の健全化

【経常収支比率】
103.1％（R1）
　⇒ 104.7％（R6）

富士大和温
泉病院

国の「新公立病院経営強化ガイドライン」
が令和4年3月に示されたため、プランを策
定することとした。
また、病院運営にあっては、地域住民に対
する医療の提供に加え、公立病院としての
役割を果たすためワクチン接種をはじめとす
る新型コロナウイルス感染症に対応した。

【経常収支比率】
104.3％（R4）

　　⑩歳入の確保

通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

19 広告事業の推進

・市が所有する資産等を広告媒体として活用し、全庁
的な増収を図る。
・広告事業実施媒体を増やし、各広告媒体の広告掲
載率を上げる。

・自主財源の確保
・歳出の削減

【広告事業実施件数】
 22件（R1）
　⇒ 22件（Ｒ6）

行政マネジメ
ント課

公用封筒や庁舎のエレベーター等の各種
広告媒体を用いて広告事業を行った。

【広告媒体件数】
23件（R4）

収入額 3,490万円
歳出削減額 29万円

20-
①

市税収納率の維
持・向上

・徴収職員に対するスキルアップ研修を強化し、早期収
納体制を　構築する。
・適正で効果的な滞納処分の早期着手により公平性
を確保する。
・口座振替、コンビ二収納等による納付の推進により
収納率の向上に努める。

・公平性、公正性の確保
・年度早期の自主財源の確保

【市税合計収納率】
99.23％（R1）

　⇒ 99.23％（R6）
納税課

・的確で適正な滞納処分（差押・執行停
止）の徹底
　債権差押:1929件
（R3:1920件）
　不動産差押:86件
（R3: 58件）
・安全で便利な納付の機会を増やすため、
口座振替、コンビニ収納、クレジット収納の
推進
　口座振替利用率:23.4%
（R3:23.5%）
　コンビ二・スマホ利用率:24.9%
 （R3:23.7%）
　クレジット利用率:0.7%
（R3:0.6%）

【市税合計収納率】
98.86％（R4）
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通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

20-
②

国保税収納率の
維持・向上

・ペイジー口座振替サービスやコンビニ等を利用した納
付機会の拡充及び徴収嘱託員による納付勧奨、効
果的な催告文書の送付、納税相談を行うことで自主
納付を推進する。
・財産の有無を早期に見極め、滞納整理を適正に行う
ことで税の公平性を確保する。

・公平性、公正性の確保
【現年度収納率】
96.55％（R1）

　⇒ 97.00％（R6）
納税課

・納付機会の拡充
　口座振替加入率:35.74％
　(R3:37.54％）
　ペイジー利用件数196件
（R3:223件）
　コンビ二収納件数:63,780件
（R3:60,058件）

・滞納整理
　徴収員訪問件数:25,788件
（R3:27,337件）
　差押予告件数4,637件
（R3:4,930件）
　差押件数:1,716件
（R3:1,632件）

【現年度収納率】
96.73％（R4）

　　⑪施設の有効活用

通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

21 支所空き室の有
効活用

支所庁舎の空き室の一部を市民等に開放し、庁舎の
有効活用を図るとともに、積極的な利用に向けて市民
等への周知、広報を行う。

・施設の有効活用
・市民サービスの向上

【年間利用件数】
408件（R1）

　⇒ 135件（R6）
財産活用課

支所の空き室開放を継続して実施した。
　諸富　　 　67件
　大和　 　　26件
　富士　 　    1件
　三瀬　　　 12件
　川副　　 202件
　東与賀　101件
　久保田　　 0件　　計409件

【年間利用件数】
　　　409件（R４）

22
公共施設等総合
管理計画の策定
と推進

市が保有する公共施設等全体の現状を把握し、⾧期
的な視点で計画的な維持管理を行うことにより、将来
的な財政負担の軽減・平準化を図るとともに、市民
ニーズ等を踏まえながら公共施設等の最適配置をめざ
す。

・財政負担の軽減・平準化
・市民ニーズに対応した公共施設等の配置

－
行政マネジメ

ント課

〇公共施設等総合管理計画の基本方針
に基づき、次の取組を行った。
　・公共施設の総量縮減に係る全部局に
おける具体策の検討
　・施設カルテの更新

－
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（４）地域力の向上
　　⑫市民との協働と市民参画

通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

23
佐賀市まちづくり
自治基本条例の
推進及び検証

・条例の市民等への浸透を図ることでまちづくりへの参
加を促し、市民等が主体となった安心して暮らし続けら
れる地域社会の実現をめざす。
・自治体運営の基本理念や基本原則など、佐賀市の
まちづくりの仕組みとルールを全市民で共有していくため
に制定した条例の検証を行う。

市民等が主体となったまちづくりの実現

【まちづくりや地域活動などの市民活動に参加
している市民の割合】

24.3％（R1）
　⇒ 50.0％（R6）

協働推進課

・条例の市民等への浸透を図るため、啓発
講座等を実施
　市民向け講座:3回 145名
・職員向け研修の実施
　新規採用職員対象研修:66名
　各課協働推進員等対象研修:33名
　条例周知強化週間:1回
・市内の小学校3年生全員に漫画版パン
フレットを配布し、周知・啓発を行った。
・まちづくり自治基本条例の漫画版パンフ
レットを中学生を主人公にした内容に改訂

【まちづくりや地域活動などの市民活動に
参加している市民の割合】
　　　　　　　　30.5％（R4）

24 地域コミュニティの
推進

・住民自らが地域の課題に向き合い、行政と一体と
なって解決する仕組みを構築することにより、住民自身
の手によるまちづくりを進めるとともに、住民の自治意識
の醸成を図る。
・全市での協議会設立をめざし、設立準備段階校区
への事務的支援等や、取組未実施校区への積極的
な声かけ及び説明会等の開催を行う。
・既存協議会の活動の活性化を図るため、まちづくり計
画（夢プラン）の見直し支援を行う。

住民自身の手によるまちづくりの推進と住民の
自治意識の醸成

【校区まちづくり協議会の設立数】
30校区（R1）

　⇒ 32校区（R6）
協働推進課

・未設立校区（三瀬村）において、自治
会⾧会への情報提供や、設立に向けた協
議、先進地視察等を行った。

【校区まちづくり協議会の設立数】
31校区（R4）

25
審議会等への女
性委員の参画促
進

市政に対し女性の視点をより反映するため、女性人材
リストの充実を図り、各種審議会等に対して女性委員
の推薦や登用依頼を行う。

多様な市民の意見の市政への反映
【女性の審議会等への参画率】
43.3％（R1）
　⇒ 43.0％（R6）

男女共同参
画課

【女性人材リストの充実】
・市報やホームページ等による広報
【審議会等女性委員の登用】
・各担当課へ女性委員の積極的な登用を
依頼した。
・各団体宛の女性委員選任についての依
頼文書を作成し、全庁に活用を呼びかけ
た。

【女性の審議会等への参画率】
43.1%（R4）
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　　⑬積極的な情報発信と市民ニーズの把握

通番 実施計画 取組概要 見込まれる効果 指標値 担当部署 令和4年度の取組内容 効果額・指標実績値

26
パブリックコメ
ント制度の充実

・パブリックコメントの実施及び結果公表につ
いて、プレスリリースや市の広報媒体を活用し
周知を図る。
・市ホームページを活用して事前にアンケート
を行い、回答者に対してはパブリックコメント
への意見提出を呼びかける。

・市民意見の市政への反映
・市民の市政への参画推進

－ 秘書課

・パブリックコメントの実施及び結果につい
て、市報やホームページに掲載
・政策（条例・計画など）等の案及び結
果の公表を本庁、支所及び市立公民館
で実施
【令和２年度実績】
・実施数:8件、意見:9人・33件
【令和３年度実績】
・実施数:６件、意見:３人・８件
【令和４年度実績】
・実施数:６件、意見:19人・35件

－

27
広報の効果的

活用

・ホームページの操作研修を全庁的に行い、統
一的な運用ができるよう努める。
・広報媒体を組み合わせ、わかりやすい広報を
行うことで、市民との情報共有化を図る。
・市⾧トップセールスの充実や動画等を活用し
た認知度アップキャンペーン、ＳＮＳによる情
報発信により、佐賀市の知名度を向上させブラ
ンド力を高める。

・市民との情報の共有
・市の魅力発信

【市報を見ている市民の割合】
72.9％（R1）

　⇒ 78.0％（R6）
【市ホームページへのアクセス件数】

658万件（R1）
　⇒ 742万件（R6）

広報課

・全庁的なホームページ研修を実施し、市
公式ホームページの安定運用に取り組ん
だ。
・WEB広告の掲出、WEB系媒体へのプレ
スリリース配信やニュースアプリ等への情報
提供等、インターネットを活用した広報を充
実させた。
・公式SNSとホームページを連携させ、市
⾧トップセールス活動やイベント情報など
を、市内外へ積極的に発信した。
・移住者紹介動画やバルーンフェスタ、佐
賀城下ひなまつり動画のテレビ放映、
WEB広告配信等の情報発信を行った。

【市報を見ている市民の割合】
71.6％（R4）
【市公式ホームページへのアクセス件数】
799万件（R4）
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